
暮らしの文化はぐくみ事業「親子で体験！京の伝統芸能」企画運営業務 

に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨 

 本要領は，暮らしの文化はぐくみ事業「親子で体験！京の伝統芸能」企画運営業

務を民間事業者に業務委託するため，公募型プロポーザル（以下，「プロポーザル」

という。）方式によって選定する手続きについて，必要な事項を定めるものである。 

 

２ 事業の目的 

 京都市では，京都に伝わる様々な無形文化遺産を大切に守り，未来に引き継いで

いくため，独自の仕組みである「“京都をつなぐ無形文化遺産”制度」を平成２５年

４月に創設し，これまでに「京の食文化」，「京・花街の文化」，「京の地蔵盆」，「京

のきもの文化」，「京の菓子文化」，「京の年中行事」の６件を選定し，伝統文化の振

興に努めている。 

 本事業は，無形文化遺産のうち，伝統芸能に焦点を当て，次代を担う子供たちに

対して，京都市や伝統芸能の指導者等が一体となって，伝統芸能を体験できる機会

を新たに設けることにより，子供たちの体験機会を拡充し，併せて地域文化・地域

人材の掘り起こしを図ることを目的とする。 

 

３ 内容 

別紙「仕様書」のとおり 

 

４ 参加資格 

京都市契約事務規則等に準拠し，次の条件を満たす法人とする。なお，契約締結後であ

っても，応募者が以下の条件を満たしていないことが判明した場合には，本実行委員会は

契約を解除できるものとする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令１６号）第１６７条の１１第１項において準用

する第１６７条の４の規定に該当しないものであること。 

（２）京都市契約事務規則第４条に規定する一般競争入札有資格者名簿若しくは第２２条

に規定する指名競争入札有資格者名簿に登載されているものであること。 

（３）公告の日から応募締切日までの間において，京都市競争入札等取扱要綱第２９条の

１の規定に基づく競争入札参加停止措置を受けていない者であること。 

（４）過去２箇年の消費税及び地方消費税，市町村民税及び固定資産税を完納しているこ

と。 

（５）宗教活動や政治活動を主たる目的としない法人であること。特定の公職者または政

党を推薦，支持，反対することを目的とした法人でないこと。 

（６）その他，公共の福祉に反する活動をしていないこと。また，法人及びその役員が，

暴力団，暴力団関係企業，総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成員でないこ

と。 

（７）京都市契約事務規則第４０条の規定により，本市の承認なしに委託業務内容を他の



事業者に再委託しないこと。 

 

５ 契約条件 

（１）契約形態 

委託契約とする。 

（２）委託金額の上限 

１，５００千円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

ただし，会場使用料は委託金額に含まない。 

（３）契約期間 

契約締結日から平成３１年３月２９日（金）までとする。 

（４）委託費の支払条件 

精算払いとする。 

（５）その他 

ア 企画提案の内容に基づく見積額は，物価の上昇等の正当な理由が無い限り契

約時に増額することは認めない。また，提案内容等を勘案して決定するため，

委託契約額が見積額と同じになるとは限らないことに留意すること。 

イ 受託候補者となった者は，その地位・権利の譲渡ができないものとし，契約

締結後，当該委託業務全ての履行を再委託することは禁止する。ただし，一部

の履行を第三者に委託する必要があるときは，あらかじめ本市の承認を得るこ

ととする。 

 

６ 参加手続等 

プロポーザルに参加を希望する者は，次のとおり，必要な手続等を行うものとする。 

（１）各種必要書類の提出 

ア 提出書類及び提出部数 

（ア）参加表明書（様式１） 

印鑑を押印したもの１部，押印していないもの３部 

（イ）会社概要（様式３及び冊子等）４部 

（ウ）業務実績申告書（様式２）４部 

平成２７年度以降に行ったイベント運営業務の実績について記載する

こと。申告内容については，必要に応じて発注元に確認する場合がある。 

（エ）見積書（任意様式） 

印鑑を押印したもの１部，押印していないもの３部 

提案された業務一切に係る積算根拠を明示すること。 

（オ）企画提案書（任意様式）４部 

イベント運営に係る企画提案を行うものとする（スケジュール，運営体

制を含む）。様式は，Ａ４（縦横自由）とし，その他作成ソフト，頁数等

は特に定めない。内容に関しては，別紙提案要求仕様書を十分理解したう

えで，７（２）審査基準を参考に作成するものとする。 

 



イ 提出期限 

参加表明書 平成３０年１１月１５日（木）午後５時（必着） 

参加表明書は，上記期日までに郵送，ＦＡＸ又は電子メールで１部を

提出し，それ以外の書類（以下「企画提案書等」という。）提出時に改

めて上記ア（ア）記載の部数を提出すること。 

企画提案書等 平成３０年１１月１９日（月）午後５時（必着） 

郵送または持参により提出すること。 

 

ウ 提出先 

〒６０４－８００６ 

京都市中京区河原町通御池下る下丸屋町３９４番地 Ｙ・Ｊ・Ｋビル２階 

京都市文化市民局文化芸術都市推進室文化財保護課 担当：田頭，川又 

電 話：０７５－３６６－１４９８／ＦＡＸ：０７５－２１３－３３６６ 

電子メール：bunka-hogo@city.kyoto.lg.jp 

（２）質問 

    プロポーザルに関して質問がある場合は「質問書」（様式４）に記載し，「６ 参

加手続等（１）ウ提出先」に記載するメールアドレスに，「プロポーザルの質問」

と件名を記入し，当該ファイルを添付して，電子メールで提出すること。電話での

質問は一切受け付けない。 

ア 質問者 

本プロポーザルに対して質問できる者は，上記「４参加資格」を満たして

いる者とする。 

イ 質問期限 

平成３０年１１月９日（金）午後５時 

※期限後の質問は，一切受け付けない。 

ウ 回答 

質問への回答は，平成３０年１１月１３日（火）までにホームページに掲

載する。 

（３）注意事項  

ア 公募手続において使用する言語及び通貨は，日本語及び日本国通貨に限る。  

イ 失格となる参加表明書及び企画提案書等 

参加表明書及び企画提案書等が次の事項の一つ以上に該当する場合には失

格となる場合がある。 

なお，失格となった場合は，別途通知するものとする。  

（ア） 提出期限，提出先，提出方法に適合しないもの。  

（イ） 指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しない 

  もの。  

（ウ） 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。  

（エ） 虚偽の内容が記載されているもの。  

 



ウ その他 

（ア） 全ての提出書類の作成・提出に係る費用は，提案者の負担とする。 

（イ） 提出された企画提案書等は，受託者の選定以外には，提案者に無断で

使用しない。ただし，提案の内容については，今後の参考にすること

がある。 

（ウ） 提出された書類は，受託者の選定を行う作業に必要な範囲において，

複製を作成することがある。 

（エ） 提出期限以降における企画提案書等の差替え及び再提出は認めない。 

（オ） 全ての提出書類は，返却しない。 

 

７ 提案の審査・選定等 

（１）審査方法  

提出された企画提案書等に基づき，暮らしの文化はぐくみ事業「親子で体

験！京の伝統芸能」企画運営業務受託候補者選定委員会（以下「選定委員会」

という。）において選定する。選定委員会は非公開とし，選考の経過等に関す

る問合せには応じない。 

また，必要に応じて参加者には，企画提案に係る説明を求める場合があり，

その場合には，参加者に別途通知するので，説明ができる者を選定委員会に出

席させることとする。 

（２）審査基準  

評価項目は次のとおりとし，本事業の趣旨の理解度，企画の水準，実効性，

事業実現可能性，取組体制の事業遂行能力その他事情を総合的に評価し選定す

る。 

ただし，最も高い評価点を得た者であっても一定の評価点（180点/300点）

に満たない場合は，受託候補者として選定しない。 

【企画提案】 

・本事業の目的を理解し，仕様書に基づいた企画提案となっているか。 

・事業を効果的に実施するための工夫がなされているか。 

・本市が仕様書で要求する項目以外のもので，効果的な追加提案があるか。 

・京都における伝統芸能の現状や課題を踏まえた提案となっているか。 

【実施体制等】 

・提案内容を安定的に実施できる体制，スケジュールとなっているか。 

・同種又は類似業務の実績は十分であるか。 

【見積金額】 

・見積について妥当な金額であるか。 

（３）選定委員会の体制 

京都市文化市民局文化芸術都市推進室文化財担当部長（委員長） 

京都市文化市民局文化芸術都市推進室文化財保護課担当課長 

京都市文化市民局文化芸術都市推進室文化財保護課文化遺産普及活用係長 

（４）通知 



選定結果については，全ての参加者に対して電子メールで通知するとともに，

京都市のホームページ上（入札・公募型プロポーザル情報）に参加した事業者及び

評価点を公表する。 

（５）契約 

選定委員会において受託候補者に選定された者と委託見積限度額の範囲内で

交渉し，協議のうえ，契約する。  

なお，契約が不調に終わった場合は，次点の者と交渉するものとする。  

 

８ その他 

（１）委託事業の開始から終了までの間，事業実施方法や進捗状況の確認等，事業の

円滑な実施のために，随時，本市と連絡調整を行うこと。  

（２）本事業に係る会計実地検査が行われる場合は，協力すること。  

（３）本事業を通じて，著作権や特許権等の知的財産権が発生した場合，その権利は

全て本市に帰属するものとする。 


